
■養成所ニュースプラス第 22 号 2025□■ 

 10 月１日から赤い羽根共同募金が始まりました。内閣府「令和４年度 市民の社会貢献に関する実態調査」では市民が

寄付をした最も多い相手が共同募金となっているものの、募金総額は、1995（平成７）年を境にほぼ一貫して減少してい

る状況もあります。共同募金は、「第１種社会福祉事業」として社会福祉法に定められています。 

 Plus Quiz は「地域福祉と包括的支援体制」から「重層的支援体制整備事業」の問題です。選ばなかった選択肢のどこを

直せば適切になるのかも、併せて考えてみましょう。 

 

■Plus Quiz・・・・・ 

【37 回問題 48】包括的支援体制に関する次の記述のうち、最も適切なものを１つ選びなさい。 

１．重層的支援体制整備事業によって包括的支援体制の整備に取り組んでいる自治体数は、令和 5 年度の時点で全体の半

数を超えている。 

２．包括的相談支援事業とは「複数の支援関係機関が有機的な連携の下、世帯が抱える地域生活課題の解決に資する支援

を一体的に行う体制を整備する事業」である。 

３．アウトリーチ等を通じた継続的支援事業とは「虐待の防止及びその早期発見のための援助を行う事業」である。 

４．重層的支援会議とは「自ら支援を求めることが困難な人への支援について、支援を始める前に関係機関が情報を共有

し、協議をする場」である。 

５．「地域共生社会推進検討会」では、地域づくりに向けた支援において、多様な人や機関がその都度集い、相談、協議し、

学び合う場としてのプラットフォームづくりが重要であると指摘した。 

（注）「地域共生社会推進検討会」とは、「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」

のことである。 

 正答と解説は最後に記載してあります。 

 

■Yoseijo Info・・・・・ 

・（36 期生）住所変更後、変更届を提出していない場合はご提出ください。 

・（36-37 期生）教育訓練給付制度（専門実践教育訓練）の支給希望の方へ 

 申請書類一式は原則として、再発行はできませんので、お取り扱いにはご注意ください。 

 本養成所からの申請書類発行のため、「受給資格者証と公的身分証明書のコピーの提出」及び「レポートの提出」「スク

ーリングへの出席」「授業料の納入」が必須となります。 

※本養成所受講認定基準を満たす支給希望者には、10 月末日付けで、支給申請書類一式を発送いたします。 

 お手元への到着は 11 月上旬頃の予定です。今しばらくお待ちください。 

・受講の手引の表紙裏（表紙の次のページ）に“レポート作成・提出チェックリスト”があります。 

 レポートの作成・提出の前に必ず確認してください。 

 

■Test Info・・・・・ 

 国家試験に関する情報をお届けします 

・第 38 回国家試験は、令和 8 年 2 月１日（日）です。 

 詳しくはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1596124&c=3246&d=99c7 

・日本ソーシャルワーク教育学校連盟主催の全国統一模擬試験のご案内です。 

 詳しくはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1596125&c=3246&d=99c7 

※申し込み受付期間は終了しています。 

・本養成所では、受験対策講座の一環として「受験対策のポイントを中心とするガイダンス」を web にて公開していま

す。 

 また、新たに保護観察官による「更生保護出張講座」を公開しました。 



 アクセスするための URL やパスワード等のお知らせは、養成所ニュースプラス第６号配信時に PDF データを添付して

おりますので、確認のうえぜひ受講してください。 

 URL はこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1596126&c=3246&d=99c7 

 

■Plus Info・・・・・ 

 その他の情報をお届けします 

・日本知的障害者福祉協会では様々な情報を発信しております。 

 詳しくはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1596127&c=3246&d=99c7 

 

■Back Number・・・・・ 

 過去のバックナンバーはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1596128&c=3246&d=99c7 

 

■Plus Column・・・・・ 

【受験対策ミニ講座 16 回／今後提供予定の受験対策ツール】 

 10 月も後半になりました。皆さん勉強時間を作り出して国家試験に向かっていることと思います。今回は、これからお

届けする当養成所の受験対策ツールについてお伝えします。 

 一つ目は、メルマガです。来週から年末まで Plus Column はお休みし、Plus Quiz を水曜日、金曜日の週２回配信して

いきます。基本的な問題ではありますが解答しづらい問題を中心に頻出項目から全科目取り上げ、得点の積み上げを図り

ます。また、多くの皆さんが手を付けていないと思われる 32 回から 34 回の過去問を取り上げ、経験していない問題をア

ウトプットに活用します。「正解と解説」では出題基準における頻出項目の確認をしていきます。 

 二つ目は、「頻出項目チェックテスト」です。11 月初めに修了関係書類とともに郵送予定です。頻出の出題項目に沿っ

て、過去問を一問一答形式に再構成しました。知識のアウトプットや直前の暗記に活用してください。付録の「ソーシャ

ルワーク関連年表」は、主なソーシャルワークの発展過程を挙げています。ご自身で加筆しながら整理してください。 

 そして三つ目は、全科目の要点総チェックに使える直前対策講座です。講師は、多くの大学等養成校で受験対策を担当

していて、例年、当養成所の皆さんに向けた動画を作成してもらっています。こちらは有料（昨年度は 3,300 円）で、概

要は次のとおりです。 

〇オンデマンド動画の配信（１時間×３本、国家試験日まで） 

〇総まとめ資料の提供（昨年度は、共通科目Ａ４、123 ページ、専門科目Ａ４、67 ページ） 

〇穴埋め問題の提供（昨年度は、１科目 20 問） 

 詳細は、当養成所から 12 月にご案内を送付予定です。12 月下旬から１月にかけての総復習に活用できるツールです。 

 お仕事でもイベントが多く予定されている時期かと思います。日常業務に加えての準備や片付けは疲労にも繋がります。

体調には気を付けて、受験勉強も止まることなく淡々と続けていきましょう。 

 

【Plus Quiz・・・・・正答と解説】 

 社会福祉法は、地域共生社会の実現（第４条第１項）に向けて、地域福祉の推進に努めなければならない（同条第２項）

とし、地域生活課題の把握や解決に向けた連携（同条第３項）に留意するものとしています。そのために、市町村は包括

的な支援体制の整備に努め（第 106 条の３）、その施策として重層的支援体制整備事業を行うことができる（同条の４、

任意事業）と定めています。2021（令和３）年の法改正により創設されました。 

 重層的支援体制整備事業は、「包括的相談支援事業」「参加支援事業」「地域づくりに向けた事業」を一体的に実施するこ

とを必須とし、これらを効果的・円滑に進めるために「多機関協働事業」「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」を新

たな機能として強化しました。 

 2022（令和４）年実施の 34 回国家試験から出題が始まり、毎年取り上げられている項目です。単に知識を想起する作

問から 37 回では事例問題で「参加支援事業」の実施方法が問われました。事例問題で問われても揺るがない確実な知識



が求められます。この問題も選択肢１や５では慌てますが、基本的な知識があれば判断できたと思います。 

 

１．×2023（令和５）年 12 月時点で 189 自治体にとどまり、1,718 ある市区町村の１割強になります。全体の半数は超

えていません。なお、厚労省調査では、今年度実施予定数は 473 市町村となっていますが、それでも半数は超えません。 

２．×選択肢は、「多機関協働事業」の説明です。「包括的相談支援事業」は、相談者の属性に関わらず包括的に相談を受

け止め、支援機関のネットワークで対応するとともに、複雑化、複合化した課題は「多機関協働事業」に繋いでいきます。 

３．×選択肢は、地域包括支援センターの「権利擁護事業」の説明です。「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」は、

長期にわたりひきこもりの状態にある等複雑化・複合化した支援ニーズを抱えつつも、必要な支援が届いていない人に支

援を届けるための事業です。 

４．×選択肢は、重層的支援体制整備事業の「支援会議」の説明です。守秘義務を設けることで本人同意がなくても検討

を可能にしました。「重層的支援会議」は、「多機関協働事業」等のプランの適切さや支援終結時の評価、社会資源の把握

や開発等を検討します。それぞれの違いを押さえておきましょう。 

５．〇地域づくりに向けた支援において、(１)場や居場所の確保支援と(２)地域づくりのコーディネートが示され、(２)で

は「個別の活動や人のコーディネート」と「地域のプラットフォーム」の確保が求められています。 

 

 

 

※掲載内容の転載・再配布はご遠慮ください。  

※メール内容に対する個別の対応は行っておりません。 

※問い合わせ等については社会福祉士養成所ホームページより行えます。 
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